






































約1年 かけて検討されてきた 「生産調整に関する研究会」の報告書 「水田農業政策 ・米政策再
構築の基本方向」(以下 「研究会報告」)が2002年11月 にとりまとめられた。直後の12月 には
「米政策改革大綱」(以下 「改革大綱」。また両者を一括するときは 「改革大綱など」)が決定され,
これに基づき食糧法も改定されることになった。今回の改革は2010年 度までに 「農業構造の展
望」と 「米づ くりの本来あるべき姿」の実現を目指すことおよび08年 度までに米の需給調整シ
ステムを 「農業者 ・農業者団体主役のシステム」(いずれも後述)を 構築することを目的とし,2004
年度から実施されることになっている。具体策は予算の概算要求の決定時までに示されるが,こ




であったが,そ の過程で内容が拡大され総合的な需給調整対策,価 格 ・所得対策 流通対策など




最初に指摘 したいのは,生 産調整を中心に90年 代中頃以降の米政策をみると実施期間が短 く
なり,し かも期間途中に新たな対策が決定されるな ど,め まぐるしく変更されるという特徴がみ
られることである。
米生産調整が本格的に開始された70年 度は単年であったが,翌71年 度以降の各対策は一定期
間をかけて実施 されてきた。具体的には第1次 石油危機後の 「水田総合利用対策」は76～77年
度の2カ 年間であったが,そ れ以外の 「稲作転換対策」(71～75年 度),「 水田利用再編対策」(78
～86年 度),「水田農業確立対策」(87～92年 度)は もとよ り,「平成米騒動」期における 「水 田
営農活性化対策」 も93～95年 度の3カ 年であった。
しか し,96年 度か らの 「新生産調整推進対策」は当初3カ 年の予定であったが,2年 目の97
年11月 に 「新たな米政策大綱」が決定されたため2カ 年で うち切 られた。 この 「新たな米政策
大綱」は,米 の全体需給は大幅な緩和基調にあ り,持 越在庫量が積み上がり自主流通米価格が急
激に低下 しているとし,改 善の必要性を強調 した。そ して主に次のような三つの対策を提示 し,
98～99年 度の2年 間を期間とする 「緊急生産調整推進対策」を実施することとしたのである。
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a.生 産調整……目標面積を787千 ㌶から963千 ㌶に拡大するとともに,米 需給安定のため政
府助成のほか新たに生産者に対 しても水 田面積107-h当 た り3千 円の拠出を求めて資金を
造成 し,助 成する仕組みを創設する。
b.稲 作経営安定対策……政府助成(基 準価格の6%)と 生産者拠出(同2%)に より造成 し
た資金により,生 産調整実施者を対象に基準価格 と当年産価格の差の80%を 補てんする。
c.備 蓄運営ルール……政府買入数量は販売が計画未達となった場合は,販 売未達数量を買入
数量から差 し引くルールを確立 し,備 蓄水準の適正化を図る。
この対策に伴い,生 産者団体による地域間調整と米関連情報の提供,稲 作経営安定対策の資金
の運営管理を自主流通法人(全 農)と することなど,も 示 されていた。
このような内容か らも明 らかなように,「新たな米政策大綱」は米需給緩和拡大 と米価の著 しい
下落に対 しては生産調整面積の拡大と生産者拠出など,生 産者負担の強化により対応 しようとし
たところに重要な特徴があった。これは換言すれば米政策が当面 している矛盾 と困難を生産者 ・
生産者団体の負担と責任で解決 しようとする性格を強めたことでもある。
その背景にはUR農 業合意とWTO体 制の発足があ り,「新たな米政策大綱」はその受け入れの
ために制定された食糧法の理念と体系を実際の米政策に具体化 したものということができる。
こうして開始された 「緊急生産調整推進対策」であったが,初 年度の98年12月 には 「農業基
本法に基づく戦後農政の抜本的見直 し」を掲げた 「農政改革大綱」が示された。 さらに2年 目の
99年 には 「農業基本法」が廃止 され 「食料 ・農業 ・農村基本法」(以 下 「新基本法」)が制定 ・施
行され,同99年4月 からは米も関税化されたのである。こうして食管法に続いて農業基本法も
廃止 され米の 自由化が行われたことは,「新たな米政策大綱」で示された方向が一層強め られ,
WTO体 制の発足を契機にわが国の戦後農政の根本的転換が目指されたことを意味 していた。
この 「緊急生産調整推進対策」のあと00年 度から 「水田農業経営確立対策」が5カ 年の予定
で開始 されることになった。 この対策でとくに特徴的なのは,a)生 産調整 目標は面積(ネ ガ)
でなく,米 の生産数量 ・作付け面積に関するガイ ドライン(ポ ジ)を 配分するようにしたこと,
b)生 産量が計画を上回る場合,調 整保管に代わる主食用以外にも処理する仕組みを導入 したこ
と,に あった。これに関連 しこれまで自主流通米から拠出 していた調整保管などの経費に代えて
作付面積10'一ib当た り1,500円 を生産者から徴収するようにした。
上記の2点 は米需給対策からいえばコインの表 と裏の関係にある。つま り前者は生産調整目標
を面積配分で行 う限 り,作 況が100を 超えたときの生産量は当然計画量を上回 り在庫量が増加す
ることになるが,生 産数量配分では計画量:を上回った量は生産者の自己責任で処理することが原





映するので,こ れは出口での需給調整である。このように入 口と出口の需給調整を改めて強化 し
たことは,そ れだけ米の持越在庫量の削減が重視視 されるようになったことを示 していた。
こうして開始された水田農業経営確立対策であったが,初 年度の00年9月 に 「緊急総合米対
策」が決定され,10月 末の持越在庫量が280万 ㌧に達するとして,75万 ㌧を援助用 として市場
隔離すること,ホ ールクロップサイ レージなど主食用以外への処理拡大などとともに翌年の生産
調整面積を4.7万 ㌶拡大することが決定された。
さらに翌01年9月 には 「米政策の総合的 ・抜本的見直 しの大枠について」が示されたが,こ
こでは需給緩和による自主流通米価格の大幅な下落は,と くに農業に依存する主業農家に大きな
影響を与えているとし,構 造改革も視野に入れた米需給対策が提示された。ただこの対策には生
産者 ・生産者団体などからの批判が強く,結 局は同年11月 研究会を設置することなどが決定さ




たのが表一1で,96年 度からの生産調整の動向をこれまで述べた各対策と対比 して示 したもので
ある。この表から需給緩和に応 じて生産調整 目標面積が拡大されてきたこと,そ れにもかかわら
ず実施率はほぼ100%以 上 となっていること,の2点 が特徴として指摘できるが,問 題は持越在
庫量の動向である。それをみると確かに00年 度までは増加または高止まりしているが,01年 度
以降は減少 し,98年 度から02年 度までの4年 間で40%以 上の減少である。つま り00年 度以前
の対策は米在庫量が増加 している状況の下での対策であったが,「水田農業経営確立対策」以降は
在庫量が減少傾向を示 しているにもかかわらず実施 された対策であったことを示 している。
この謎を解く鍵は既に 「新たな米政策大綱」が決定された97年 にみられた。前述したように
ここでは,米 需給不均衡が拡大 し米価の下落が著しいためとして生産調整面積の拡大,稲 作経営
安定対策の実施,備 蓄運営ルールの設定,が 示されたが,そ こには米政策の規制緩和 と自由化の





対 策 名 年 度 目標面積 実施率
持越
主 な 米 政 策
在庫量
新生産調整 19iゐ 787 100 263
推進対策 1997 787 102 352 11月:新 たな米政策大綱
1998 963 褒)5 344 12月:農 政改革大綱
緊急生産調整
推進対策 1999 963 100 255 4月:米 の関税化
7月:食 料 ・農業 ・農村基本法施行
㎜ 963 101 172 9月:緊 急総合米対策
(280)
9月:米 政策の総合的 ・抜本的見直 しの
大枠について













まえ,更 に重点的 ・効率的なものとする」ことと同時に,「主要食糧関係予算に関 しては,『食糧
法』の趣旨を踏まえ,米 について政府備蓄水準の早期適正化を進める」ことが強調 された。併せ
て米価を含む農産物価格の 「適正化」についても述べられていた。こうした方針に基づき,学 校
給食用米の値引き措置が段階的に廃止 され,「農政改革大綱」でも麦,大 豆 ・なたね,牛 乳などに
ついて米と同様な需給実勢による価格形成を基本とした対策が示された。
何故 こうした対策が示 されたのか,そ の理由は,「食料 ・農業 ・農村基本問題調査会答 申」(98
年9月)が 示 した 「行政手法」で明らかである。そこでは,「政策の評価 と見直し」とともに 「財
政措置の効率的 ・重点的運用」や 「国際規律 との整合性」などが強調 されたのである。つま り90





100万 ㌧に削減 した。その理由の第1に 財政負担を掲げ,在 庫水準が高く販売が長期化すると備
蓄に関する経費が著 しく増加することを強調 したが,そ れは以上の方針に基づいた対応であった
ことはい うまでもない。
ただここで注 目したいのは,こ の間備蓄運営経費は大幅に減少 していたことである。 援助など
も含めた備蓄経費の動向をみると表一2で 明 らかなように,94年 の1,980億 円が99年 には40億
円に激減 している。この減少幅は,95年 の3兆5,400億 円が03年 には3兆1,114億 円への減少と
なっている農林予算と比較しても際だっているのである。
表一2年 産別にみた実際の備蓄に要した財政負担
(単位:万 ㌧、 億 円)
備蓄経費 A計年 産 買入数量 援助等 口
金利・倉敷 値引き
1990 186 370 90 一 460
1991 112 170 20 一 190
1992 160 180 20 一 200
1993 7 5 一
1994 205 500 80 1,400 1,980
(59)
1995 165 800 250 500 1,550
(20)
1996 116 450 10 670 1,130
(38)
1997 119 310 10 『 320
1998 30 60 『 『 60





による税収不足が強まってお り,国 家財政の危機的状況があることはい うまでもない。03年 度予
算では国債依存度は44%,国 と地方を合わせた長期債務残高は686兆 円(GDPの1.5倍)に も達
している。わが国のこの実態は世界からも注目を集めているが,政 府はこうした財政的危機を生
産者(国 民)へ の負担増加によって解決 しよ うとす る傾向をますます強めているといえる。
これまで述べたように,め まぐるしい政策変更と生産者負担の増加は,WTO体 制に即応すべ
く 「国際化」 と 「財政問題」を基本にした米政策の規制緩和と自由化の一層の徹底に起因してい
るが,と くに01年4月 の小泉内閣誕生以降それが強まっているのが最近の注目すべき特徴であ
一6一
る。内閣成立直後の6月 には 「経済財政運営 ・構造改革の基本方針」(骨太方針)が 決定され,金
融 ・財政,公 共事業をはじめ様々な分野での規制緩和が強調されるようになった。これは規制緩
和による改革を絶対とする市場原理主義的理念に基づいた政策ということができ,そ の後一層強
化 されているのである。一例を挙げれば,政 府の総合規制改革会議は,官 民の役割分担を見直し
「民間でできるものは官は行わない」とい う「官製市場への民間参入の拡大」を強調 している1〕。
農業分野でも農地法 「改正」による農業経営への株式会社参入が提言され,最 近では農協につい






需給 と価格の安定における政府の責任 と役割を縮小 し,基 本的にはそれを生産者 ・生産者団体に
転嫁することにより 「完全民営化=自 由化」を目指 した理念で集大成 しようとしているといえる
のである。 これは前述した国の経済政策と同じ市場原理主義的理念の米政策への徹底で,既 に農
産物検査においては05年 度までに原則完全民営化する政策が01年 度から実施 されている。






りの本来あるべき姿」を提示 したことである。 このことについて研究会報告は 「消費者重視 ・市
場重視」を目指 し,「家庭食用,業 務用,加 工用,新 規需要用,稲 発酵粗飼料用等の様々な需要に
応 じ,需 要ごとに求められる価格条件等を満た した」米生産を今後の在 り方 とすること,ま た,
その担い手として 「効率的かつ安定的な経営体が基本」となること,を 強調 した。そ してこの 「米
づ くりの本来あるべき姿」を基本に需給調整の在 り方も併せて提示 したが,そ れは次のようなも
のであった。




b.学 識経験者,生 産者,消 費者,実 需者,流 通業者の代表者による審議会を設置 し,必 要に
応 じ公平 ・中立的な第3者 機関を都道府県 ・市町村にも組織する。その事務局は国 ・都道
府県 ・市町村 とする。
c.国 は需給見通 しの策定や生産 目標数量策定に必要な需要量予測を行 う際にはこの審議会
(第3者 機関)の 助言を得て,需 給に関する情報を提供する。
ここでとくに注 目したいのは,こ うした需給調整システムの変更が打ち出された考え方につい
てである。第1の 問題は,現 在の米生産は多様な需要に応 じた生産になっていないとして,今 後
は需要動向に応 じた`売 れる米づ くり'を 生産者に求めていることである。つまり米需給が不均
衡になったのはこれまでの米づくりに原因があった として,そ の責任を生産者の米づ くりに転嫁
しているのである。「農業者 ・農業者団体主役のシステム」への移行 もそうした考えに基づき提示
された対策である。
確かに,現 在米の消費形態の多様化が進んでいるので,そ れに応 じた生産を促進することは重
要である。しか し国内需給の如何にかかわらず毎年継続的に輸入 されるMA米 こそ米需給不均衡
拡大の最大の要因であるが,そ れにまったくふれられていない。
第2の 問題は,こ の考えに基づき,具 体的には 「需要動向を敏感に感 じとった」生産を個々の
生産者に要求 していることである。一般的には需要に応 じた生産が必要なことはいうまでもない
が,米 政策改革でいうようなことが果たして現実的に可能か,で ある。全国にはそうした生産を
行い,販 売先を多様化 して努力 している生産者も多数存在しているが,そ のような生産者はまだ
限られている。その理由は零細な個々の生産者では詳細な需給情報を把握するには限界があり,
たとえ把握 しても地域単位や農協単位でないと個人的対応では有利販売に限界があるからである。




後述するように,今 回の米政策改革の 「豊作による過剰米」の処理対策では60㌔ 当た り3,000
円の米価が予定されているが,こ れは主食用米価格の20%以 下である。 したがって,多 様な需要
ごとに求められ る価格条件を満たす米生産を強調するのは,生 産者に対 し現在以上の低米価によ
る米生産を要求することに他ならないのである。







策を,先 に示したように 「農業者 ・農業者団体主役のシステム」に変更 し,国 の役割を農業者 ・
農業者団体の自主的努力の単なる 「支援」としたことでる。このシステムは06年 度に条件整備
などの状況を検証 し08年 度からの実施が予定されているが,今 回の政策転換の中心をなしてい
る。
わが国の米生産調整の経過を見ると,当 初か ら政府は生産者団体を 「実施主体」 として位置づ
けていた。 しか し生産者団体自体は 「政府 ・行政主導」を前提に生産調整に協力する方針であっ
たため,米 生産調整推進協議会の構成メンバーなどとされていたが,そ れはあくまでも政府 ・行
政に協力するもので,「生産者団体主体Jで はなかった。それが変化するようになったのは,87
年度か ら開始された 「水田農業確立対策」であった。
そこではこれまでの 「生産者 ・生産者団体の協力のもとに」から 「生産者 ・生産者団体が主体
的責任をもった取 り組みを基礎に行政機関・農業団体など・・一体となった推進」が強調された。
つま り生産調整の主体がそれまでの 「政府 ・行政機関」から 「生産者 ・生産者団体」へと変更さ
れたのである。それが92年 の 「新 しい食料 ・農業 ・農村政策の方向」(以 下 「新政策」)で は一
層強められ,市 場原理 ・競争条件の導入強化を基本に,「効率的 ・安定的な経営体の育成」,「生産 ・
流通段階における規制 と保護の見直 し」 とともに,生 産調整については 「経営体の主体的判断に
より行い うるような仕組みとする方向」や 「生産者団体を核とした取 り組み」が強調された。
この新政策は93年 に合意 したウルグアイ ・ラウン ド(以 下 「UR」)を先取りしたものであった
が,更 にUR農 業合意によるミニマム ・アクセス米(以 下 「MA米 」)を受け入れるためもあり94
年に食管法が廃止 され食糧法が制定された。そして翌95年1月 にはWTOが 発足し,貿 易の国際
的な自由化と拡大が一層促進 されることになった。こうした経過をみると,「原則管理・例外自由」
の食管法とは異な り,食 糧法は国内だけでなく国際的な面も含めて 「原則 自由 ・例外管理」の政
策を目指 したものとい うことができる。
しか しここで指摘 したいのは,制 定当時"食 管法の部分的手直しに過 ぎない"と の批判 もあっ
たように,食 糧法は米の需給と価格の安定における政府の責任 と役割 もそれなりに規定していた
のである。例えば,食 糧法は法律の 目的を 「政府による主要食糧の買入れ,輸 入及び売渡 しの措
置を総合的に講ずることにより・・需給 と価格の安定を図る」(法第1条)と し,米 の生産調整に
ついては 「農林水産大臣が定めた米穀の生産の目標を基礎 として ・・農業者 ごとに定められた面
積の水田」について 「稲以外の作物の作付けその他農林水産省令で定める方法による米穀 ・・の
生産活動の調整」(同 第3条 第2項)と 規定 していたのである(傍 点筆者)。




る。食糧法制定後98年 度から 「緊急生産調整推進対策」,00年 度から 「水田農業経営確立対策」
が実施 され,ガ イ ドライン方式が導入されるなど 「生産者 ・生産者団体が主体 となった推進」が
強調 されたが,法 律上の生産調整は`あ くまでも政府の責任で国の政策 として実施 される米生産
の調整'で あった。
2)需 給調整システム変更の意味
ここで改めて強調 したいのは,米 の需給調整を 「農業者 ・農業者団体主役のシステム」に変更
することは食糧法と矛盾 し,当 然法律 も改訂されることになったが,前 述 したようにこれは単に
食糧法の理念 と体系と矛盾するだけでなく,戦 前からのわが国の米政策の理念と体系の転換でも
あったことである。
わが国の米政策の歴史をみると,明 治初期から政府により米の輸出,輸 入をは じめ様々な需給
と価格の安定対策が実施 されてきたが,そ れらは臨機応変的な政策で十分な効果を発揮できず,
恒久的対策が必要とされていた。その結果,よ うや く1921年 に米穀法が制定され,政 府が 「米
穀の買入れ,売 渡し,交 換,加 工または貯蔵」を行いうることが法律上は じめて明記されたので
ある。 しか し当初の法律の目的は 「米穀の需給の調節」を掲げるのみで独 自の価格規定を欠いて
いたため十分な効果を発揮できなかった。そこで,1931年 に法律の目的をわざわざ 「米穀の数量





画流通米制度の廃止と新たな米取引の場の育成などが行われる。 したがって,一 方では 「国と連
携 して」といい,ま た 「国および地方公共団体の役割を食糧法上明確に位置づける」とも述べて
いるが,将 来的には 「完全民営化=自 由化」が目指 されていることは前述 した。
新基本法では凶作,輸 入の途絶など不測の要因による需給逼迫に際 しては,国 は国民が最低限
度必要 とする食料の供給を確保すべきことを規定している(第2条 第4項 および第19条)。 これ
を受け改革大綱などでも米の安定供給を図るため危機管理体制の体系的整備を掲げている。それ




調整であった。それを今回の改革では生産 目標数量を設定 し,そ れを生産者まで配分する方式に
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はいえまだ約200万 戸あるが,そ の うち約50%が0.5㌶ 未満で,1.4㌶ 未満では80%近 くになる
(00年 センサス)。 その上,専 ・兼業別も含めこの小規模 ・多数の米生産者がおかれた事情はき
わめて多様で,一 律ではない。米生産がこうした実態にある時,国 の関与を縮小し 「農業者 ・農
業者団体を需給調整の主役」としてその自主性を強調 しても限界があることはい うまでもない。
これは少数の主要企業の取 り組みで可能な他産業における生産調整 とまったく異なっている。
第2は 取 り組み主体の問題である。改革では 「農業者 ・農業者団体」としているが,こ こでの
「農業者団体」は農協組織が念頭にあると思われる。そ うだ とすれば,農 協組織は本来組合員の
自発的意志に基づいて組織 され,加 入脱退も自由な組織である。 したがって,米 の需給調整に反
対する意見を封 じたり,そ の組合員に需給調整への参加を行政的手法で強制 したりすべきではな
いのである。
なお,米 政策改革では需給調整で農協組織の役割を重視 しているが,政 府の総合規制改革会議
な どでは信用 ・共済事業の分社化,独 禁法適用除外の見直 しなどとともに,農 協に対する行政関
与の適正化など,を 提言 している。この提言は農協組織の存在にかかわる問題 を含んでいるが,
それが実施されると農協組織が米需給調整に取 り組むのが一層困難になる内容である。
第3は 実効性そのものではないが,面 積から生産数量の調整方式への変更問題である。需給調
整方式を生産数量に変更 しながら,「農業者に対 しては併せて作付目標面積を配分 し,確認は面積
で行 う」としているのは,こ れだけでは需給調整がスムーズに推進できないからである。それに
もかかわらず敢えて生産数量方式を提言するのは,こ の方式だと豊作などで計画生産量を上回っ
た場合はすべて生産者 ・生産者団体の責任 に転嫁でき,政 府の持越在庫量を増加 させないですむ
からである。 これは生産者 ・生産者団体には厳 しいが,政 府にとってはきわめて都合の良い政策
である。
第4は 生産調整の実態 との関係である。生産調整 目標未達成の県 と市町村の最近の動向を示す
と表一3の 通 りで,95年 以降は著 しく増加 し,01年 度では未達成県は15,未 達成市町村は256
となっている。生産調整が開始された直後から食料危機のあった70年 代後半までは未達成県は
半数近 くあり,未 達成市町村も1000以 上見られた。 しかし78年 度からの 「水田利用再編対策」
以降未達成県はほとんどなくなり,未 達成市町村 も二桁台であった。そ うした経過か らいえば現
在の米生産調整は20年 以上前に逆戻 りしてお り,そ れだけ矛盾が深ま り生産者間に不満が強い






対 策 名 年 度 未達成 未達成 米 価
都道府県 市町村 (指標価格)
水田営農 1993 1 7 22,760
1994 1 13 21,367
活性化対策 1995 7 412 20,204
新生産調整 1996 11 329 19,806
推進対策 1997 6 203 17、α35
緊急生産調整 1998 19 372 18,508
推進対策 1999 17 323 16,904
水田農業経営 2000 12 285 16、(旭4





を確保 しているが,県 間,地 域間,農 家間の取り組み格差が拡大 していたのである。それが 「完
全民営化=自 由化」されると,実 施率が低下 し米生産量が増加する可能性が強い。政府自身の試
算でも,生 産調整の実施率が低下し水稲作付面積が33万 ㌶増加 して生産量が170万 ㌧程度増加









今回の米政策改革では稲作経営安定対策(以 下 「稲経」)を廃止し,新 たに 「産地づ くり推進交
付金」(以 下 「産地づくり制度」)の創設が提示された。 この制度は 「地域の実情に応 じて,地 域
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自らが作成する計画に基づ く取 り組みを支援する」ための 「産地づくり対策」と 「生産調整のメ
リット対策 として,生 産調整参加者を対象1と した 「米価下落影響緩和対策」の二つに区分され,


















このうち 「産地づくり対策」は,市 町村段階に 「地域水 田農業推進協議会」を設置 し,こ の協











そ して,こ の[「産地づくり対策」と 「米価下落影響緩和対策」の二つは,都 道府県の実状に応
じて相互の資金の移動が可能とされているが,こ の制度は一見して明らかなように,2000年 度か





ようにすること,交 付条件は画一でなく地域の実態に応 じて選択可能な制度 とすること,が 必要
であろ う。
2)「 米価下落影響緩和対策」の問題点と課題
一方 「米価下落影響緩和対策」については,そ の効果を如何に発揮 させるかが課題 となるが,
従来の 「稲経」 と比較すると次の3点 が特徴 として指摘できる。
a.農 業者の拠出が政府 と同率に引き上げられていること。
b.固 定部分があるとはいえ変動部分の補てん割合が80%か ら50%に 低下していること。
C.し かも補てん基準価格は依然として需給実勢価格となっていること。
以上か らも明らかなように,こ の 「米価下落影響緩和対策」はこれまでの稲経に比 して農業者
の負担を強めながら補てん内容は逆に低下する可能性が強いといえる。 しかも米価低落期におい




い うまでもな く,稲 作所得を真に安定するには,再 生産確保の観点から補てん基準価格は生産
コス トを考慮 して算定すべきなのである。米価の低落傾向が見られる現在,と くにそのことを強
調する必要がある。と同時に,価 格 ・所得対策で重要なのは,農 業者が生産を継続 していくため
の目安 となる最低価格を提示することで,こ れはアメリカの ローン ・レー トやEUの 介入価格制
度の存在からもいえるのである。
稲経 もこうした海外の例もみながら実施された制度であり,表 一4に 示 したように,米 価下落
が継続 しているため拠出金と受取金の格差が年々拡大 していた。このためいろいろ問題 も指摘で
きたが,「 稲経」に対する生産者の期待 もそれなりに強かったのである。
また表一4に は確立助成の動向も示 してあるが,助 成補助金の交付額は生産調整の実施面積で
ある 「対策田面積」はいうに及ばず実際に転作した 「転作田面積」当た りでみても,交 付体系上
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の金額をかなり下回っている。 これはいろいろ交付要件があるため制度上定められている助成金






拠 出 金 受 取 金 対策田面積 転作田面積
1996 一 一 19,481 25,030
1997 一 『 22,958 29,458
1998 1,981 2,034 25,533 35,381
1999 1,895 7,155 25,1J1 34,953
2000 1,757 9,379 27,843 37,205
資料:「 農業経営動向統計」「米及び衰頽の生産費」(い ずれも農林水産省)
(注)
1)助 成補助金の名称は実施 された対策によって異なるが,最 も新 しい水田農業確立助成補助金に統一
した。









とは,こ れまで 「水田農業経営確立対策」 と 「稲経」がそれぞれ独 自に果た してきた役割 と効果
を削減することにならないのか。都道府県が 「米価下落影響緩和対策」を重視すると 「産地づ く
り対策」が不十分になり,「産地づくり対策」を重視すると,「担い手経営安定対策」(後述)も あ
るが価格下落対策が不十分 となる危険性が強いのではないか。それを補 うためには地域独 自の資
金対策が必要 となるが,根 本的な解決を図るには国の資金規模を大きくすることが考えられる。







を求め,年 間80万 ㌧近く輸入されているMA米 にはまった く言及 していない ことは前述 した。
その理由は`MA米 は国産米の需給に影響がないように管理 しているから'と いうことにあるが,
政府が示 した資料でも95～00年 度の6年 間のMA米 輸入は合計で371万 ト.となっている。 この
MA米 には援助用や在庫 となっているものもあるが,主 食用には36万 ㌧,加 工用には139万 ㌧の
合計175万 ㌧が仕向けられている。 これは年平均では29万 ㌧で,水 田面積に換算すると約6万
㌶に相当し,最 小限でみてもそれだけ国産米生産が制約 されていることになる。
したがって,MA米 は国内米需給にも重要な影響 を及ぼしていることは明らかなので,WTO新
交渉においてもMAは 本来 「最低輸入機会の提供」であることを明確にし,そ の削減を主張 して
いくことが望まれているのである。そ して何よりも短期間におけるめまぐるしい政策変更は農業
者の営農意欲を著 しく削減 し,「 自給率向上施策への重点化 ・集 中化をはかる」(改 革大綱)と い
っても,2010年 度までの食料自給率 目標の達成を困難にしているといえるのである。
以上これまで述べた問題のほか,産地づくり制度にかかわり交付事務などの実務負担が増大し,




構造の展望』における平成22年 の姿の実現」にあるとしているが,そ こでいうところの22年 の
姿とは次の内容である(現 状は99年 現在)。
a.総 農家数の現在324万 戸が230～270万 戸になると予測する。
b.現 在の 「主業農家」(48万 戸)を 今後は 「効率的かっ安定的な農業経営」 として 「家族農
業経営」(33～37万 戸)と 「法人 ・生産組織」(3～4万 戸)に 区分 しその育成を目指す。
c.そ の他の農家は現状の276万 戸から190～230万 戸となり生産組織も形成する。
こ うした構造政策を推進する観点から提示されたのが 「担い手経営安定対策」である。ここで
は,現 在の認定農業者制度の見直しとともに一定の要件を備えた集落組織を 「集落型経営体」 と
して新たに担い手 として位置づけた。そ して,米 価下落による稲作収入の減少を補てんするため,
認定農業者では北海道10㌶,都 府県4㌶,集 落型経営体では20㌶ 以上の水田経営面積の経営を
対象に,「米価下落影響緩和対策」に上乗せ して 「担 い手経営安定対策」を講ずることとした。
この 「担い手経営安定対策」の問題の一つは対象 となる経営面積規模の問題である。稲作農家
の現状を見ると,対 策の基準とされている北海道10㌶ 以上,都 府県4㌶ 以上はそれぞれ12.9%,
L2%に 過 ぎない(00年 農業センサス)。また水田作の主業農家(99年 。65才 未満専従者あり)
でみると北海道1.3万 戸,都 府県8.4万 戸であるが,こ れは稲作農家の北海道では49%で あるが

















a.計 画流通制度およびその関連制度(自 主流通法人の指定,業 者登録制,農 産物検査の受検
義務など)を 廃止する。
b.円 滑な流通を支援するため,過 剰米処理に係わる無利子資金の貸 し付けおよび米の売買取
引に係わる買受け債務を保証する米穀安定供給確保支援機構を設ける。
c.現 在の自主流通米価格形成センターを米穀価格形成センター(仮 称)に 改組 し,指 標価格
の相対取引への一律適用や義務上場の廃止,売 買取引の対象を米穀一般への拡大,売 買資
格者の拡大など,を 実施する。





更するものとなっているが,そ れは一言でいえば 「米流通の規制緩和 と自由化の一層の促進」で
ある。そして,そ の下で生産者が創意工夫を発揮して需要に応 じ売れる米づくりができるように
すること,多 様な取引実態を反映した供給の確保,な どが強調されているのである。




た。このため売 り先の特定,出 荷取扱業者 ・販売業者の登録制,自 主流通法人の法律上の位置づ
けと自主流通計画による流通,な どが規定 されていたのである。それにもかかわらず計画外流通
米が増大 し計画流通米制度の矛盾が露呈 し,改 善が不可欠な課題となっていた。その原因は次に
述べるように食糧法自体にあるのはい うまでもないが,今 回の改革では,食 糧法の 「規制緩和」
でも不十分 としたのである。
こうした経過を見れば,米 流通の着地点は単なる 「規制緩和」ではなく,既 に述べたように基




いての検討が米流通問題の重要な検討課題 となる。それを考える手始めに,ま ず,食 糧法の計画
流通米制度の下にありながら何故計画外流通米が増加 したのか,を 明らかにしておく必要があろ
う。





を進め,独 自販売を強めたが,こ れも食糧法が 「作る自由」,「売る自由」の観点から計画外流通
米を認めたからに他な らない。 これは食糧法でいう計画外流通米は 「あらか じめ売渡数量を農林
水産大臣に届け出」ることになっていたが(法 第5条 第5項),有 償数量の80%が 無届け(01年
10月 末)な ことからもいえるのである。つまり食糧法は計画外流通米 という 「獅子身中の虫」を
持 った体系だったが,こ の 「虫」が`十 分な規制緩和をした'と された食糧法にあった 「不十分
さ」を完全に取り除くことを要求したため行われたのが今回の流通改革だったのである。
一方,こ うして拡大 した計画外流通米にも問題が指摘 されていた。例えば販売する米の宣伝 ・
普及,倉 庫などの貯蔵施設の整備,輸 送 と代金回収などは独 自で行 うことになり,当 然そのため
の経費が必要 となる。また,リ スクも伴い,損 害を被った生産者もあった。 このため,計 画外流
通米は安全 ・安心販売を基本にどうしても短期販売 ・短距離輸送とな り,計画流通米の長期販売 ・
長距離輸送とは異なった特徴がみ られた。実際生産者の計画外流通米の販売先をみると遠距離の
都市住民への販売もあるが,近 隣の消費者,レ ス トラン,す し屋な どが多くみ られ,遠 距離の場
合は名前もはっきりした信用ある都市住民への産直なのが実状である。
今回の改革で上場対象が米穀一般とされ,従 来の 「自主流通米価格形成センター」が 「米穀価
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格形成センター」になるとともに,売 買資格者が拡大されることは,従 来計画流通米 と計画外流
通米に分かれていた米市場が一体化 されるだけでなく,米市場の性格が一変することを意味する。
そうしたときに,従 来の計画外流通米に見られた問題をどう認識 し,そ れへの対応をどうするか
が課題 となる。
これについて改革では,需 要者側の多様なニーズに応 じた生産が行われていないこと,し たが
って 「農業者が市場の需要動向を鋭敏に把握して主体的判断によって売れる米づくり」(研究会報
告)を すること,こ れを支援するため政府の役割として米に関する需給情報提供を述べているだ
けである。 しかし,わ が国の米生産の実態を見たとき,個 々の生産者がすべての米について需給
事情や品質評価を見定めた生産が可能とは思えない。
生産者個々では不可能でも,生 産者はすべて組合員なので,農 協組織が一大経済主体として管
内の米を一括 して集荷,販 売すれば,複 雑に変化した米市場に対応できる,と いう意見もあり得
る。しか し現在,農 協組織では経済事業のあ り方が問題 とされていることからも明らかなように,
米事業も多くの課題を抱えており,早 急な対応には困難が多いのが実態である。
一方では,政府関与が縮小 し,米流通の自由化が進めば米価変動が激 しくなる危険性も強まる。
戦前には先物取引を行う米穀取引所 と実米取引を行 う正米市場が存在 したが,自 由な市場取引だ
けでは米の需給 と価格は安定しないため,米 穀法以降米政策への一定の政府関与が恒常的に行わ
れてきた歴史がある。戦前と今 日では米をめぐる生産と消費の状況は根本的に変化 しているが,




るが,具 体的内容を示す と次の通 りである。
a.農 業者団体などは豊作により発生した過剰米を農業者ごとに特定 し,主 食用米と区分して
出荷 し,保 管する。 このため農業者団体などは集荷前に第三者機関的な組織から作柄など
の情報提供を受けるものとする。
b.こ の過剰米を担保に米穀安定供給確保支援機構(以 下 「機構」)に対し短期融資の申し込み
が行えるものとする。この融資は無利子で融資期間1年 であるが,返 済は融資された金額




d.融 資対象者は生産調整を実施 し,基 金を拠出している農業者とする。
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e.豊 作による過剰分は翌年の生産 目標数量から減少 させることを基本 とするが,過 剰処理し
た場合はその数量を補正する。
ここで短期融資を主体にこの制度を図示すると図一2の 通 りであるが,米 の需給調整システム
を 「農業者 ・農業者団体主役のシステム」にするとともに具体的な調整配分を面積方式から生産







































(※)自 ら安定的に米を販売している農業者については,自 ら生産調整方針を作成することにより,集 荷
団体等を通さずに直接,過 剰米処理に係る拠出,融 資の申請を行 うことができるものとする。
(資料)農 林水産省関係資料
この対策では現物弁済で引き渡しが行われた担保米は新規加工用や配合飼料用として販売可能
な水準 とされ,そ れを念頭に融資単価は具体的には60㌔ 当たり3,000円 程度が予定さている。こ
れは換言すれば過剰米ではその水準での取引が想定されていることを意味するが,販 売されない
と翌年の生産 目標数量が差 し引かれるだけでなく,3,000円 の米在庫が増大することになる。こ
れは米価下落への圧力 となることはいうまでもない。区分出荷の3,000円 米価 に対する生産者の
不満が強ければ独 自販売が拡大し,集 荷量を確保 しようとすれば生産者団体独 自の資金による価
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格の上乗せが必要となる。
もともと 「米づくりの本来あるべき姿」でも,消 費者ニーズに応 じた生産を強調 し,家 庭食用
のほかに業務用,加 工用,稲 発酵粗飼料用などへの対応を主張 していた。これと過剰米処理対策
における融資単価などを併せ考えると,今 回の改革は生産者負担をより徹底 した対策で,価 格で
は過剰米を区分処理するとはいいながら主食用も含め米全体の価格形成の多様化=総 体的低下を
予測 し,そ れを促進する性格があるといえるのである。
しかも重要なことは繰 り返し述べたようにMA米 は削減することにはなっていない。 したがっ
て今後 も国内の米過剰は解消せず,業 務用,加 工用だけでなく家庭食用においてもMA米,独 自
販売米,一 般出荷米の3者 が混在 し,多 様な需要に応 じ多様なチャンネルによる米流通が強化さ
れることになる。当然それに応 じて流通主体の多様化も進むので,米 市場は変化 し 「自由な米市
場」の形成がさらに促進 され ることは言 うまでもない。
戦前の 「自由な米市場」では米価の需給と価格の不安定が激 しく,政 府が米の生産と流通に介
入する原因になったことは既に述べた。戦前 とは異なり現在消費者は需要と価格の安定と同時に,
銘柄,品 質などについての要望が強い。 こうした要望に応える塗 は,備 蓄,輸 入もあるがまず国
内米生産の安定供給体制を確立す ることである。
そのためにも過剰米処理対策の融資単価については改めて検討する必要があろう。い うまでも
なくこの過剰米処理対策の短期融資制度はアメリカのローン ・レー ト制度を参考に しているが,
ローン ・レー ト制度は対象農産物の価格を下支えする役割を果た してお り,生 産者 にも支持され
ている。今回の過剰米処理対策はこの制度 と形は似ているが生産者に対する効果は異なっており,
予定されている融資単価は米価の下落を防止する効果は期待できない水準である。
現在の課題は,「豊作による過剰米」とい う対象を限定 した過剰米処理対策ではなく,米 も含め
た主要農産物の総合的な価格 ・所得政策であ り,こ れに関連 した最低価格保証制度についての検
討であるといえよう。
なお米在庫調整については,100万 ㌧を適正在庫水準 とし回転備蓄方式 とすることが基本方針
となっている。しか し穀物の備蓄については国際的に消費量の17～18%水 準が適正とされている
ので,米 の需給と価格の安定を図るためにも備蓄水準の見直 しと備蓄方式は棚上げ方式 とする必
要があろう。
(注)
1)総 合規制改革会議 「規制改革の推進に関する第2次 答申」(2002年12月)
なお同じような見解が日本経団連 「活力と魅力あふれる日本を目指 して」(03年2月)に も見 られるので,
政府,経 済団体の一致した方向となっている。




3)食 糧制度研究会編 「新食糧法Q&Aj(地 球社1975年2月)9ペ ージ。
4)全 農調査によると流通経費,販 促費,基 金拠出などの合計は計画外流通米60㌔ 当たり1,200円 に対し計
画流通米では2,780円 となっている。この差額は計画外流通米は短期販売 ・短距離輸送なので,長 期販売 ・
長距離輸送の計画流通米に比較 して流通経費が低いとともに,販 促費,基 金拠出などは計画流通米だけに
賦課されるからである。
お断 り:本 稿は 「『米政策改革大綱』についての学識経験者等の見解」(03年2月 衆議院調査局農林水産調
査室)の 拙稿を大幅に加筆,修 正したものである。
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